
震災復興まちづくり方針図の更新

資料４



・万一の被災時、迅速な復興を進める事前準備として、被害を想定した震災復興まちづくり方針図を共有

１

・地域危険度等を踏まえた震災復興まちづくり方針図 ： 現況特性図＋現行計画図＋地域危険度等

○震災時には、復興まちづくりの実施要否の判断に、被害の大小を整理した被害状況図が大きく影響
○事前準備として、復興に向けた計画づくりに必要な被害状況図に代えて、地震に関する地域危険度及び被害想定を活用

復興地区区分図
都市復興基本計画
復興まちづくり計画

復興
事業

現行計画図
・拠点の位置づけ
・土地区画整理事業を施工すべき区域
・都市計画道路
・整備地域、重点整備地域 など

現況特性図
・市街地開発事業等実施実績
・土地利用現況 など

被害状況図
・家屋被害状況調査 など

震災復興に向けた計画づくり

本来は、災害後に得られる情報についても、事前準備として、
地震に関する地域危険度や首都直下地震等による被害想定を
活用し、災害の特性を踏まえた復興まちづくり方針図を作成

震災復興まちづくり方針図

震災時

事前準備

迅速に進める
必要



地震に関する情報の更新

・被害想定を考慮した復興まちづくり方針図について、H24被害想定から約10年経過していたことが課題
・今年度、地域危険度、東京の被害想定が更新され、土地利用現況についても来年度更新・公表予定

２

第１回策定委員会資料より抜粋

今年度から来年度にかけて情報が更新
・首都直下地震等による東京の被害想定

［Ｒ４.５］
・第９回地震に関する地域危険度測定調査

［Ｒ４.９］
・葛飾の土地利用（土地利用現況調査等）

［Ｒ５予定］



Ｒ４ 首都直下地震等による東京の被害想定

・建物の耐震化の進捗や震源の設定変更などにより、全体的に想定される被害が減少

首都直下地震等による東京の被害想定（Ｒ４）
（都心南部直下地震）

首都直下地震等による東京の被害想定（Ｈ24）
（東京湾北部地震） ３

１haあたり被害棟数
（全壊・半壊・焼失）



第９回 地震に関する地域危険度測定調査（総合危険度）

・全体的な危険度の変化は少ない
・一部では、危険度が増加し、ランク4・5となる一方、逆に危険度が低下する地域も存在

第８回 地震に関する地域危険度測定調査（Ｈ30） ４第９回 地震に関する地域危険度測定調査（Ｒ４）

危険度が低下

危険度が増加



葛飾の土地利用（土地利用現況調査等）

５

・住宅用途と工場用途の混在する地域が４分の３程度に減少

土地利用現況（H28） 土地利用現況（R３）

軽度住工混在
重度住工混在
軽度住商工混在
重度住商工混在

H28年度 R3年度
10箇所 11箇所
1箇所 1箇所
9箇所 4箇所
11箇所 8箇所
31箇所 24箇所

区分
軽度住工混在
重度住工混在
軽度住商工混在
重度住商工混在
合計

重度混在から軽度混在に改善
または重度混在自体が解消

市街地の性格分けの基準

住宅系延べ床面積割合

65％以上90％以下

商業系延べ床面積割合

10％未満

工業系延べ床面積割合

10％以上35％未満

住宅系延べ床面積割合

20％以上65％以下

商業系延べ床面積割合

40％未満

工業系延べ床面積割合

25％以上80％未満

住宅系延べ床面積割合

65％以上80％以下

（7 軽度混合） 商業系延べ床面積割合

10％以上25％以下

工業系延べ床面積割合

10％以上25％未満

住宅系延べ床面積割合

20％以上65％以下

（8 重度混合） 商業系延べ床面積割合

10％以上40％以下

工業系延べ床面積割合

10％以上40％未満

重度住商工
混在地区

用途構成比率

軽度住工
混在地区

重度住工
混在地区

軽度住商工
混在地区

（5 軽度住工
混合）

（6 重度住工
混合）



地域危険度等を踏まえた復興まちづくり方針図

・想定被害の減少や用途混在の改善等により、全体的には復興まちづくりを実施する赤系の地区が減少
・地域危険度が増加した一部では、全体的な想定被害の減少に反し、個別再建型から修復改善型に変更

前回 ６今回更新版


